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回答機関合計 整備済
１９年度以
降策定予定

策定予定
なし

88

(96%)
1

職務発明規程

国立大学等 92 3

回答機関合計 整備済
１９年度以
降策定予定

策定予定
なし

72

(78%)
12

知財管理活用体制

国立大学等 92 8

回答機関合計 整備済
１９年度以
降策定予定

策定予定
なし

73

(79%)

知的財産ポリシー

国立大学等 92 10 9

※国立大学等とは大学、高等専門学校、大学共同利用機関

回答機関合計 整備済
１９年度以
降策定予定

策定予定
なし

63

(68%)
10

利益相反ポリシー

国立大学等 92 19

回答機関合計 整備済
１９年度以
降策定予定

策定予定
なし

43

(47%)

産学連携ポリシー

国立大学等 92 32 17

※策定予定なしは主に教育大学

①大学等における知財管理活用体制・規程策定状況①大学等における知財管理活用体制・規程策定状況

※平成１９年４月１日現在
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職務発明規程の整備状況
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発明補償規程の整備状況

調査対象：大学知的財産本部整備事業４３機関

未整備

整備済

②知的財産本部整備事業実施機関における知財管理活用体制・規程策定状況②知的財産本部整備事業実施機関における知財管理活用体制・規程策定状況
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③大学③大学等と等と企業等と企業等との共同の共同研究等実績研究等実績

18年度国公私立大学等における
共同研究・受託研究実績

国立大学等における共同研究実績
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58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

億円

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

件

平成18年度の国立大学等の共同研究は１万２千件を超え、
国公私合わせると、１万４千件を突破した

17,790件
（16,960件）

6,613件
（6,796件）

1,140件
（1,150件）

10,037件
（9,008件）

受託研究

14,698件
（13,020件）

1,630件
（1,165件）

664件
（493件）

12,404件
（11,362件）

共同研究

合計私立大学等公立大学等国立大学等

※（ ）は平成１７年度実績

※平成１８年度は暫定値

※大学等とは、大学・高等専門学校・大学共同利用機関をいう
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④④共同共同研究研究１１件件あたりあたりのの規模規模
⑤⑤受託受託研究のうち民間から研究のうち民間からの受け入れ額の受け入れ額

民間企業

国

公益法人等

地方公共団体

その他

107,6299291,81847,34253, 7033,837

合 計その他地方公益

法人

国民間企業

国立大学等における共同研究の伸び率

（１３年度を１００％とした伸び率）

一件あたりの受入額実績

注）大学等には高専及び大学共同利用機関を含む。

国立大学等における受託研究の
相手先機関別受け入れ金額

１８年度受入額（百万円）

80%

100%
120%

140%

160%
180%

200%
220%

240%

260%
280%

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

1件あたりの受入額 受入れ件数 受入額

2,444１８年度

2,338１６年度

2,193１５年度

2,130１３年度

2,331１４年度

2,419１７年度

受入額（千円）

注）１８年度は暫定値

注）１８年度は暫定値

注）大学等には高専及び大学共同利用機関を含む。
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※大学等・・・大学共同利用機関、短期大学、高等専門学校を含む。

特許出願件数

641 829

2,462

5,994

8,527
8,949

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18

外国出願件数

国内出願件数

特許実施件数共同研究実施件数

⑥大学等における共同研究実施件数等の推移

5,264

6,767

9,255

10,728

13,020

14,698

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18

59 58
185

477

1,283

2,852

0

1,000

2,000

3,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18

H15→H18 約１．６倍 H15→H18 約３．６倍 H15→H18 約１５．４倍

大学等の特許実施件数大学等の特許出願件数大学等の共同研究実施件数

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

国立大学等 8,023 9,378 11,362 12,404

公立大学等 382 412 493 664

私立大学等 850 938 1,165 1,630

総　　計 9,255 10,728 13,020 14,698

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

国立大学等 1,344 4,152 6,255 6,952

公立大学等 67 122 285 356

私立大学等 1,051 1,720 1,987 1,641

総　　計 2,462 5,994 8,527 8,949

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

国立大学等 79 223 932 2,010

公立大学等 0 7 34 37

私立大学等 106 247 317 805

総　　計 185 477 1,283 2,852

※Ｈ１３、Ｈ１４は国立大学等のみ、Ｈ１５以降は国公私立大学等を対象
※Ｈ１８は暫定値
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619百万円

439百万円

182百万円5百万円 133百万円

361百万円

164百万円

199百万円

410百万円

247百万円

0百万円

100百万円

200百万円

300百万円

400百万円

500百万円

600百万円

700百万円

800百万円

900百万円

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

実施料収入（名古屋大学を除く） 実施料収入（名古屋大学）

※ １４年度は国立大学のみ、１５年度以降は国公私立大学を対象

※ １８年度は暫定値

※ 文部科学省調べ

（参考） Ｍ.Ｉ.Ｔの特許実施料収入
（収入）

42.3＄Ｍ

35.4＄Ｍ
31.0＄Ｍ

0.0＄Ｍ

10.0＄Ｍ

20.0＄Ｍ

30.0＄Ｍ

40.0＄Ｍ

50.0＄Ｍ

2004 2005 2006

※出典： M.I.T  Technology  Licensing Office
Office  Statistics  :  FY2006  

※ 日本円は1$ = 121 円で換算
（平成19年5月30日時点）

(3,751百万円)
(4,283百万円)

(5,118百万円)
782百万円

639百万円

543百万円543百万円

252百万円

⑦大学等における特許実施料収入の推移
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⑧国立大学等における特許実施料収入の実績

平成１８年度ライセンス収入状況（国立大学平成１８年度ライセンス収入状況（国立大学））

名古屋大学の占める割合：８７％→２９％。名古屋大学以外の収入：５５，１４２千円→３９５，０３３千円。収入をあげている機関：２６機関→５７機関

※ １８年度は暫定値

（単位：千円） （単位：千円）

ＮＯ． 機関名 １６年度 １７年度 １８年度 ＮＯ． 機関名 １６年度 １７年度 １８年度

1 名古屋大学 360,855 199,354 163,852 32 高知大学 0 317 1,586

2 東京大学 930 7,208 160,108 33 鳥取大学 0 0 1,574

3 東京工業大学 3,615 17,995 28,324 34 神戸大学 1,505 1,575 1,465

4 金沢大学 0 8,567 21,444 35 群馬大学 0 1,811 1,392

5 奈良先端科学技術大学院大学 12,300 5,070 20,268 36 愛媛大学 1,250 1,200 1,320

6 京都大学 0 9,814 16,183 37 富山大学 0 0 1,315

7 大阪大学 5,488 7,304 12,948 38 岩手大学 1,890 47,630 1,196

8 九州工業大学 1,161 5,175 11,081 39 東京農工大学 0 4,217 1,172

9 岡山大学 1,604 7,434 9,731 40 電気通信大学 0 2,050 700

10 東京医科歯科大学 5,000 4,467 9,131 41 豊橋技術科学大学 0 666 500

11 長崎大学 0 6,470 8,577 42 信州大学 0 1,602 488

12 北海道大学 42 20,087 8,158 43 千葉大学 1,300 1,878 389

13 東北大学 4,552 10,967 8,053 44 大分大学 0 0 315

14 広島大学 2,319 6,356 7,904 45 長岡技術科学大学 0 0 211

15 佐賀大学 0 324 7,350 46 茨城大学 0 0 210

16 熊本大学 0 5,268 5,839 47 帯広畜産大学 0 0 200

17 横浜国立大学 0 160 5,806 47 埼玉大学 0 100 200

18 静岡大学 0 2,600 5,250 49 八戸工業高等専門学校 696 673 183

19 新潟大学 6,155 0 4,181 50 筑波技術大学 0 0 168

20 京都工芸繊維大学 0 200 4,060 51 和歌山大学 0 10 139

21 筑波大学 61 35,650 3,300 52 宮崎大学 700 0 108

22 岐阜大学 0 1,127 3,010 53 群馬工業高等専門学校 96 163 106

23 山梨大学 0 158 2,799 54 香川大学 0 1,929 103

24 九州大学 2,033 1,077 2,518 55 北見工業大学 0 400 100

25 自然科学研究機構 1,159 572 2,430 56 室蘭工業大学 0 0 26

26 徳島大学 250 1,850 2,300 57 東京海洋大学 0 0 23

27 北陸先端科学技術大学院大学 659 315 1,978 - 名古屋工業大学 277 1,193 0

28 山口大学 0 1,078 1,893 - 浜松医科大学 0 300 0

29 鹿児島大学 0 0 1,846 - 明石工業高等専門学校 0 210 0

30 三重大学 100 1,715 1,760 415,997 436,586 558,885

31 福井大学 0 300 1,614

合              計
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35%

27%

19%

6%

6%
5% 2% スタッフの確保(技術開発要員、営

業要員、マネジメント要員等)
資金調達

販売先の拡大

コンサルティング

インキュベータ等の施設

特許係争

仕入先

②米国の大学発ベンチャーの設立実績

・我が国の大学発ベンチャーは1000社を超え、年間設立数も約200社のレベル。

・設立した大学発ベンチャーが抱える問題点として、「スタッフ（技術開発要員、営業要員、マネジメント人材等）
の確保」、「資金調達」、「販売先の拡大」が主に挙げられる。

・我が国の大学発ベンチャーは1000社を超え、年間設立数も約200社のレベル。

・設立した大学発ベンチャーが抱える問題点として、「スタッフ（技術開発要員、営業要員、マネジメント人材等）
の確保」、「資金調達」、「販売先の拡大」が主に挙げられる。

①我が国の大学発ベンチャーの設立実績

（出典）
①平成17年度産学官連携手法の構築に係るモデルプログラム成果報告書（筑波大学産学リエゾン共同研究
センター調べ）より作成
（注１） 2006年３月は文部科学省調べ。
（注２） 設立累計は各年における調査からの数を示している。
（注３） 調査対象は大学・大学共同利用機関・高専発ベンチャー。

（この他に、政府系研究施設発ベンチャー 105社（2005年調査）がある。）
②Licensing survey FY2004.(AUTM)より作成
③平成17年度産学官連携手法の構築に係るモデルプログラム成果報告書（筑波大学産学リエゾン共同研究
センター調べ）より作成
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⑨大学発ベンチャー
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③設立した大学発ベンチャーの現在の問題点

（販売先の拡大）

（スタッフの確保）

（資金調達）
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○大学における特許関連経費（特許出願・体制整備等）は増加傾向（平成１５年度の約１．７倍）。
○自己財源の割合も５割を超えるなど着実に増加。
○依然として「大学知的財産本部整備事業」による財源が約４割を占める状況。

※「大学知的財産本部整備事業」実施機関（４３件）を対象

【特許関連経費の推移】

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

「大学知的財産本部整備事業」委託費

間接経費

実施料収入

運営費交付金

その他

2,242 (46%)

2,402 (39%)

1,419(37%)

123(3%)

1,671 (34%)

986 (16%)

169 (3%)

2,097 (34%)

521 (8%)

76 (2%)

189  (4%)

141 (3%)
620 (13%)

111 (3%)

6,175

42%

50%

53%

6,802

2,416 (36%)

1,363 (20%)

165 (2%)

2,285 (34%)

56%

573 (8%)

2,127 (55%) 

約１４，５００万円17年度

約１１，０００万円16年度

約 ９，０００万円15年度

１機関当たりの規模

（参考）１機関当たりの規模の推移

4,865

3,857

18年度 約１５，８００万円

注）百万円単位で四捨五入しているため、合計は一致しない。

（単位：百万円）

⑩大学における特許関連経費（特許出願・体制整備等）の推移について（財源措置）⑩大学における特許関連経費（特許出願・体制整備等）の推移について（財源措置）
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※「大学知的財産本部整備事業」実施機関（４３件）を対象

【特許関連経費の推移】

1,006(26%)

1 ,236(32%)

171(5%)

544(14%)

899(23%)

1 ,381(28%)

2 ,270(47%)

155(3%)

345(7%)

714(15%)

2 ,090(34%)

2 ,700(44%)

182(3%)

434(7%)

770(12%)

2 ,194(32%)

3 ,282(48%)

234(3%)
383(6%)

709(10%)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

事業活動費
本部運営費
旅費
人件費
特許出願・取得経費

百万円

3,857

4,865

6,175

注１）百万円単位で四捨五入しているため、合計は一致しない。

注２）「特許出願・取得経費」は、科学技術振興機構（ＪＳＴ）による特許化支援

（技術移転支援センター事業）を含む。

注３）「人件費」は、内部人材（兼任）分は含んでいない。

5.6%

46.2%

48.2%

17年度

7.6%6.4%7.4%その他

45.0%39.5%49.5%

海外特許

（JST支援分含む）

47.4%54.1%43.1%国内特許

18年度16年度15年度

（参考１）特許出願・取得経費の内訳の推移について

（参考２）人件費の内訳の推移について

（参考３）事業活動費の内訳の推移について

3.8%

4.2%

28.3%

63.7%

17年度

4.1%4.8%7.5%その他

2.2%4.8%9.7%外部専門家

27.5%28.1%33.1%内部人材（専任）

66.2%62.3%49.7%外部人材

18年度16年度15年度

知財本部で取り扱う発明の増加に伴い、「ＴＬＯへの業務委託費」や
「シーズ展示会開催費」等は増加傾向にあるものの、初年度にシステム
を立ち上げる特許管理システム関係経費等は１５年度と比較して４割
未満となっている。

また、先行技術調査費用は、ポスドク・学生の活用など各大学の工

夫により、１５年度と比較して２割未満となっている。

○特許出願・取得経費は平成１５年度の２倍以上と大幅に増加しているものの、特許出願件数が平成１５年
度の３倍以上であることを踏まえると、各大学において出願等経費の削減努力に努めていることがうかが
える。

○また、事業活動費及び本部運営費は、初年度の経費負担が一番大きい状況となっている。

6,802

⑪大学における特許関連経費（特許出願・体制整備等）の推移について（支出実績）⑪大学における特許関連経費（特許出願・体制整備等）の推移について（支出実績）
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平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

他機関からの派遣

その他

ポスドク

外部専門家

内部人材（兼任）

内部人材（専任）

外部人材

本部長

平成１8年度財源別75人
 4%

92人
 5%

780人
 43%

880人
 48%

運営費交付金

知財本部整備事業委託費

間接経費

その他

○人件費の財源は運営費交付金
と大学知的財産本部整備事業
の委託費がほぼ半分ずつを占
めている

○知財活動に携わる人材は年々
増加
（１５年度から１８年度に約1.5倍）
○知財活動に専任する人材※ の
約８割は外部人材
※内部人材（専任）及び外部人材

専任人材のうち外部人材の占める割合
平成１５年度 ３６５人／４２９人（８５％）
平成１６年度 ４０７人／５０７人（８１％）
平成１７年度 ４７１人／５９０人（８０％）
平成１８年度 ５２６人／６８９人（７６％）

1,292

1,508
1,658

【大学知的財産本部整備事業対象４３機関における人材数の推移】

1,925

⑫大学における知財活動に携わる人材の状況について（年度別推移）⑫大学における知財活動に携わる人材の状況について（年度別推移）

（注） 外部人材 ： 企業経験者等外部から知財本部に係る業務に従事
するために雇用し、又は派遣された者

外部専門家 ： 弁護士、弁理士等
その他 ： 勤務形態が非常勤・謝金支払の者
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内部人材（専任）2人
1%

5人
3%
4人
2%

152人
94%

外部人材
17人
3%

60人
11%

105人
20%

344人
66%

本部長
1人
2%

43人
98%

【平成１８年度における人材別財源措置の状況】

凡例

運営費交付金等

委託費（知財本部事業）

間接経費

その他

○外部人材など内部人材以外の人件費の約７割は大学知的財産本部整備事業の委託費により
措置

外部専門家
3人
2%11人

8%

5人
4%

123人
86%

内部人材（兼任）

505人
99%

4人
1%

1人
0%

ポスドク

74人
74%

3人
3%

23人
23%

その他

235人
69%

43人
13%

15人
4%

49人
14%

⑬大学における知財活動に携わる人材の状況について（財源措置）⑬大学における知財活動に携わる人材の状況について（財源措置）

① ② ③

④ ⑤

⑥ ⑦
（注） 外部人材 ： 企業経験者等外部から知財本部に係る業務

に従事するために雇用し、又は派遣された者
外部専門家 ： 弁護士、弁理士等
その他 ： 勤務形態が非常勤・謝金支払の者
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